




(ECtHR,Alajos Kiss v.Hungary,No38832/06,Judgment of 20 May 2010.）
























































































































































































































































































































































































































































７ 正式名は，「人権及び基本的自由の保護のための条約」（Convention for the Protection
 
















Matthieu-Mohin and Clerfayt v.Belgium,Judgment of 2 March 1987,Series A no.
113,pp.22-23,??46-51.




15 Hirst v.the United Kingdom(No.2),30 March 2004 and 6 October 2005(GC).英
政府は，本制限の目的として，法の支配を破った者に対する制裁及び犯罪の防止を挙げ
ている。参照，北村・前掲注（５）42-43頁。
16 判決では，民主主義は包摂（inclusion）に向かっていると説明されている。
17 特に教育の分野では，憲法26条１項が「能力に応じて」教育を受ける権利を保障して
いることから，障害を有する児童が「特殊学級」や「擁護学校」での就学を強いられて
きた。もっとも，下級審では，身体障害を理由に高等学校の入学を拒否されたことにつ
いて処分の取り消しと損害賠償を求めた判決や障害を有する幼児について入園承諾を市
に義務付けた判決等がある（神戸地判平成４?３?13，東京地判平成18?10?25）。
18 もっとも，従来の違憲審査基準論においても，対象となる権利の性質の違いによって
も審査基準が異なるとされており，本件のように選挙権が問題になる場合には，厳格な
審査基準が用いられると?えられている。参照，芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法〔第
５版〕』130頁（有斐閣，2011年），長谷部恭男『憲法〔第５版〕』166頁（有斐閣，2011
年）。
19 Shtukaturov v.Russia,no.44009/05,?95.
20 日本政府が署名のために提出した仮訳文による。
(http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/shomei-32b.html）
21 Shtukaturov v.Russia,no.44009/05,?95.
22 江島晶子「ヨーロッパ人権裁判所の解釈の特徴」戸波江二・北村泰三・建石真公子・
小畑郁・江島晶子『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社，2008年）29頁。
23 公職選挙法11条１項の立法過程や関連する学説については，拙稿「成年被後見人の選
挙権―立法過程から見た憲法学的?察―」実践成年後見№39（2011年）75頁以下参照。
24 本判決を受けてハンガリー政府がどのような措置を行ったかも含め，具体的な法のあ
り方については，今後の検討課題としたい。
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